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強要されて自身に覚せい剤を注射した被告人に対し、緊急避難が成立し無罪が言い渡された事例
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平成二四年（う）第一七五〇号、覚せい剤取締法違反被告事件、平成二四年一二月一八日東京高裁判決、判例時報二二 二号一二三頁、判例タイムズ一四〇八号二八四頁
【事実の概要】被告人供述によると、被告人は、平成二三年七月頃から、刑事に対し、薬物密売事件の情報提供をしていたところ、同年八月頃、
刑事らに呼び出されて、覚せい剤の保管場所のマンションの部屋とその日にさばく覚せい剤を保管しておく車の車種が分からないから調べてほしいということと、覚せい剤のサンプルを採ってくるこ を依頼された。その依頼に従って、平成二四年一月六日に覚せい剤密売人である捜査対象者に接触し、捜査対象者から必要な情報を聞き出したが、同月七日の未明になって帰ろうとすると、
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捜査対象者が、けん銃を持ち出してきて被告人の右こめかみに突き付け、目の前にあった注射器で覚せい剤を注射するよう強要したため、やむをえず覚せい剤を注射 たというものである。
以上の点について原審は、 「捜査対象者からけん銃を突き付けられて覚せい剤使用を強要された事実があったのではないかとの合
理的な疑いを抱くことはできないと」とし、 「犯罪の成立を阻却する事由の存在を窺わせる事情や、被告人が自己の意思によらずに覚せい剤を摂取したことを窺わせるような事情はない」として、被告人の供述の信用性を否定し、覚せい剤使用罪の成立を認めた。
これに対し、弁護人は、 「被告人は、覚せい剤を使用し興奮状態にある捜査対象者からけん銃を頭部に突き付けられ、覚せい剤の
摂取を強要されるという状況下において覚せい剤を摂取したものであって、自らの意思に基づいて覚せい剤を摂取したとはいえないから、覚せい剤使用罪の構成要件 該当しない」 し、 「被告人の本件覚せい剤使用行為は、自己の生命に対する現在の危難を避けるため、やむを得ずした行為であるから、被告人には、少なくと 、刑法三七条一項本文の緊急避難が成立す 」として控訴した。【判決要旨】本件東京高裁は以下のように判示した。
1　
被告人は、心理的に覚せい剤の摂取を強要される状況にあったとはいえ、覚せい剤が入っている注射器を、それと認識しな
がら、自分で自己の身体に注射したのであるから、被告人の行為は、客観的 も主観的にも覚せい剤使用罪の構成要件 該当する。
2　
①本件けん銃が人を殺傷する機能を備えた状態にあったことを否定する事情もなく、被告人の供述する状況下では 被告人
の生命及び身体に対する危険が切迫してい こと、すなわち、現在 危難が存在したことは明らか いうべきである。
②本件においては、被告人の生命及び身体に対する危険の切迫度は大きく 深夜、相手の所属する暴力団事務所の室内 二人し
かいないという状況にあったことも考慮すると、 「被告人が生命や身体に危害を加えられることなくその場を離れるためには、覚せい剤を使用する以外に他 取り得る現実的な方法はな った」のであり、また、 「 にさらされていた法益の重大性、危難の切迫
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度の大きさ、避難行為は覚せい剤を自己の身体に注射するというものであることのほか、本件において被告人が捜査対象者に接触した経緯、動機 捜査対象者による本件強要行為が被告人に予測可能であったとはいえないこと」等に照らし、 「条理上肯定できないものとはいえない」 。また、 「被告人の覚せい剤使用行為 より生じた害が、避けようとした被告人の生命及び身体に対する害の程度を超えないことも明らか」である。
以上の点を考慮し、被告人の本件覚せい剤使用行為は、刑法三七条一項本文の緊急避難に該当し、罪とならない場合に当たると
した。【研
　
究】
一
　
問題の概要
本
件
）1
（
は、被告人が、覚せい剤を自己の身体に摂取し、もって覚せい剤を使用したとして公訴提起された事案におい
て、被告人は、覚せい剤を使用してそ 影響下にある者から けん銃をこめかみに突き付けられ、目 前にある覚せい剤を注射するよう迫られたものであるから、被告人の本件覚せい剤使用行為は、刑法三七条一項本文の緊急避難に該当するとして、被告人に有罪を言い渡 た原判決を破棄し 被告人に無罪を言い渡したものである。 件は、強要緊急避難をめぐり、これを認めた初めて 事例である。緊急避難については、強要による緊急避難を認めるか否か、及び、その法的性格について 争いがある。また、緊急避難の成立には正当防衛に比して厳格な要件 要求されると考慮されており、 かなる要件を緊急避難成立に必須のものであると考え につ ては学説上の争 があるところである。また 学説上主張され きた要件、緊急性、補充性、法益の均衡に加え、緊急避難の成立 めぐっては、判例上「条理上許容できること」に言及さ ること 少なくない。これは本件東京高裁についても同様であり、かかる
三〇〇
「条理」という要件が、判例上、学説上の要件とは別に特別に要求されているのかが、問題となる。
二
　
強要緊急避難の成立に関する理論状況
1　
学
　　　
説
学説においては、緊急避難の要件を満たすのであれば強要による緊急避難を認めるのが大勢であり、その理由づけ
においては、緊急避難の性格論とあいまって対立がある。まず、強要緊急避難について、緊急避難の要件が認められる場合であれば 通常の緊急避難と同様にみる見解があ
る
）2
（
。その他、強要緊急避難をめぐっては、これを認める見解
として、強要により行挙不能の状況に陥っており、当該行為はそもそも構成 件に該当する行為ではないとする非行為
説
）（
（
があり、この見解によれば、いずれも強要の下でなされた避難行為は違法な行為とされない。また、かかる見解
に立つと、被強要者は行為性を欠くため、強要者は間接正犯、被強要者は不可罰になるとされ
る
）（
（
。一方、強要緊急避
難を通常の緊急避難と区別し、強制状態においては緊急避難の成立を否定する見解も存す
る
）（
（
。かかる見解によれば、
強制状態 おける行為は責任阻却事由である期待可能性の不存在が主張されるか、あるいは可罰的違法性阻却事由あるとされ、これに対抗する正当防衛も認められうることとなる。判例上 強要緊急避難の成立が認めら たものは本件より前には存しないが 少なくとも強要状態を現在の危難の存する状況であるとして 緊急避難の射程で検討したもの、また、下級審ではあ が、 による行為に過剰避難の成立を認めたものは存す 。
2　
強要緊急避難にかかる裁判例
強要緊急避難が問題となったものとしては、例えば、以下のようなものがある。
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最判昭和二四年一〇月一三日刑集三巻一〇号一六五五頁は、被告人が共謀の上、棍棒をたずさえ、共犯者らと、被
害者に各自兇品を突付けて脅迫し、屋外に連れ出し荒繩で後手に縛り上げ猿轡をはめ、更に倉庫内の柱に縛りつけ衣類雑品を強取した事件におい 、被告人が「
（共犯者の一人が、 ）
一か八か行こうといい出したので、私はとめましたが、
きいて呉れず行かなければ殺すぞと か ますので仕方なくついて行った」と主張したのに対し、最高裁は「自己の生命、身体に対する現在の危難を避くるため已むことを得ざるに出でた 為であるとの緊急避難行為の主張をしたものとは解し得られない」と 、 「仮りに被告人が当該脅迫 受けたとしてもそれが被告人 生命、身体に対する現在の危難であるともいえ し 本件被告人の強盗行為は、 「
（共犯者の）
脅迫行為を避くるため止むことを得ない
行為又はその程度を超えた行為ともいうことができない」とし、緊急避難および過剰避難の成立を否定したものである。
次に東京高判昭和五三年八月八日東高刑報二九巻八号一五三頁は、被告人と相被告人が、強要者からの監禁状態下
で暴行脅迫を受け、監禁中に改造けん銃の製造を強要され、相被告人が強要者輩下の者の監視下にある状態で被告人が一時解放された後、当該輩下の監視の下改造けん銃を製造した事案につき、東京高裁は、 「強要者らの要求に応じない場合には、被告人または相被告人の生命、身体、自由等に危害 加えられる切迫した危険があ 状態にあった」とし、刑法三七条一項にいう現在の危難 存在を認めたが、被告人は、 「強要者らから前記のように解放されて自宅に帰った以後の段階において、直ちに警察、特に四谷警察署以外の署あるいは検察庁に被害を通報して被告人両名の保護ないし強要者らの検挙を求める等他 適切な逃避の道をとる余裕は充分あっ 」とし、 告人の本件行為をもって同条項 う「止むことを得ざる 出で 」ものと認めることはできないと て 緊急 難の成立 否定 たもの
三〇二
である。
東京地判平成八年六月二六日判時一五七八号三九頁は、教団の元信者であった被告人が、被害者とともに、教団信
者らに見つかって取り押さえられ、その後、教団幹部に取り囲まれる中、教団代表者から命令されて被害者の殺害を決意し、教団幹部に押さえ付けられた被害者の頸部をロープで絞めて殺害した事案において、東京地裁は、被告人の殺害行為は 「被告人の身体の自由に対する現在 危難 避けるために、已むことを得ざるに出でたる行為とは認められる」としたが、 「被告人は、自己の身体の自由に対する危難から逃れるために、被害者を殺害した」とし、法益の均衡を失し、被告人の行為を過剰避難としたも である。
以上のような裁判例が挙げられるが、本件にいたるまで、強要による緊急避難が認められた例はなく、東京地裁平
成八年判決において過剰避難 認められたのみである。
（　
緊急避難の成立要件
緊急避難の成立には、条文上、現在の危難の存在 避難行為の補充性 法益の均衡の要件が要求されている。現在
の危難は、例えば「現に危難が切迫していること
」）（
（
、 「法益の侵害が間近に押し迫ったことすなわち法益侵害の危険が
緊迫したこと」
）（
（
などに見られるように、法益に対して現に差し迫った危険の存在が、判例上も要求される。たとえば、
先の東京高裁昭和五三年判決においては、法益の均衡の要件を満たさないこと等を理由に緊急避 の成立は否定されているものの、強要者の要求に応じな 場合の被告人らの生命、身体、自由に対する法益の侵害性を認め、現在の危難の存在を認めている。また、東京地裁平成八年判決は教団幹部 監禁され いるという状況下 おいて、被告人の身体の自由に対する危難の存在を認めている。一方、先の最高裁昭和二四年一〇月一三日においては、被告人が脅迫
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を受けていた状況をもって、被告人の生命、身体に対する現在の危難とはいえないとして、現在の危難を否定する。判例上、現在の危難は、単なる脅迫などによる精神的な強要のみでは足りず、けん銃を突きつけられている場合や、逃走不可能な監禁状況下における暴行を伴う場合のように、 が物理的な強制力を伴い、強要が危難にさらされている法益に直接向 られている場合であると解され う
）（
（
。
緊急避難はいわゆる正対正の関係であるため、避難行為により侵害される法益に対する法的保障が考慮に入れられ
るべきであ 。そこで、避難行為には、正当防衛における防衛行為に比べより厳格な要件として補充性が要求される。判例上、補充性の原則 ついては、 「緊急避難は現在の危難が他人 法益を害するほか、他に救助の道なき状態にあるを必要とする
」）（
（
、 「客観的にみて、現在の危難を避けうる現実的な可能性をもった方法が当該避難行為以外にも存在
したか否かが重要である
」）（（
（
とされる。これについては、東京地判平成八年のように、身体拘束下においてなされた行
為については、 「已むを得ざ 」行為とされるが、かか 強制状況下からの逃避といった場合の 前記、最高裁昭和五三年判決のように一定の強制状況が継続し 切迫し 危険が存す 場合であっても 警察署等へ 通報など、公的機関の救済を求めるこ が可能な場合には、行為者の内心において他にとりうる手段が存しないとしても、客観的に見てより適切な手段が存するものとして、補充性は満たされないものと解される。
法益の衡量については、実際に生じた害が避けようとした害を超えなかった場合に要件が満たされるものであり、
これは、社会通念に基づき判断されてい 。東京地裁平成八年判決は、 者の自由に対す 現在の危難は認めるものの、生命に対する現在の危難を認めておらず、かかる行為者の自由と被害者 生命との衡量の下、緊急避 成立を否定している。また、判例上かかる 断 個人的法益と社会的法益などのように、危難にさらされている法益と、
三〇四
避難行為により侵害される法益の性質が異なる場合であっても、社会通念上の考慮の下、衡量がなされている
）（（
（
。
これらの要件に加え、判例上は「条理」という文言が用いられ、これに反する場合、緊急避難の成立が否定される
とされる。この条理については、東京地裁平成八年は、被告人の自由と被害者の生命を衡量し、 「法益の均衡を著しく失してい 」ため「条理上肯定できない」としつつ、被告人の生命への危難の存在も認め、行為それ自体は「条理上肯定できな とはいえない」とし 過剰避難としている。これら 文言は一見矛盾するが、前者については法益の権衡の問題 あり、後者については、補充性の問題 結び く 本件について考慮するに、①「本件において危難にさらされていた法益の重大性、危難の切迫度の大 さ、避難行為は覚せい剤を自己の身体に注射するものである」ほか、②「被告人が捜査対象者に接触した経緯 動機、捜査対象者によ 本件行為が被告人予測可能であったとは言えないこと」を理由に、被告人行為が「条理上肯定できないとは えない」ことを認めて る。①については後に検討を加えるが 害の均 ・法益の均衡の考慮と結びつ
き
）（（
（
、②自招性の要素であり、これは判例上、現在の危難の要
素
）（（
（
と
結びつく。当該「条理」の要件は結局 ところ 緊急避難の三要件によりその認否が判断され おり、当該三要件考慮に還元でき ものであろう。
三
　
本件の検討
以上の要件を中心に本件について検討する。まず、判例上、現在の危難については、かかる状況が予断を許さない
ような状況においてのみ許容される。すなわち、身体の自由に対してであれば、単に脅迫などではなく、現に強要者の拘束下にあるような場合であり、生命や身体については、当該法益に対する侵害 至る可能 がきわめて高度な場
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合に限られるのである。先の東京地裁平成八年判決は、教団幹部に取り囲まれ自身の生命についても危難を生じる危険性があったのではないかとも見られる状況であるものの 当該強要状態のような切迫した事態の下であっても、侵害が具体化 至る高度 可能性が無い場合にはこれを認めないとするのが従来 判例の立場であると思われる。これについては、本件は、現にけん銃を突きつけられ、覚せい剤の注射行為を強要されている強制状況下にあることから、客観的にも、まさに生命に対する危険の切迫性が高く 認めうる状況であったといえ 。危難 存在としては、単なる身体拘束や言動 よる心理的な強要に どま ず、本件においても直接的に法益 向けられた危難 存在を要求してい ものと思われ の判断は従来の判例の 解からも肯定できる であ と思われる。なお、被告人は自ら強要者事務所を訪れ いるが、認定された事実 いうように これが刑事らからの依頼に基づく行為であるとすれば、かかる自招性は、社会的相当性を欠くほどに不当とはい がたい。
第二の要件である補充性については、東京高裁昭和五三年判決などにおいて、官憲などに通報することによって危
難を避けることが出来るとして補充性を否定しているよう 、かかる判例状況を見る 、避難行為がなされるのが公的機関による救済を得られな ような状況でなされることまで要求され ことに鑑みると、行為者が公的機関への救済を求めることが、行為者の内心において困難 あ 場 であっても 客観的にこれ 可能であれば補充性 満たされない。本件については、強要者と暴力団事務所の密室で二人きりという状況下で、か 、まさに けん銃を突きつけら て る状況下では、かかる状況を逃れ公的機関に救済を求めるこ は客観的に見て 困難であり 自身の生命を守るための手段としては、本件 以外に被告人にとりうる手段はなか と考えら そ ため補充性の要件も満たすといえよう
三〇六
第三の要件である法益の均衡については、なお、検討の必要がある。本件避難行為は、自身に対して覚せい剤を使
用したものであり、これがある種の自傷行為的な側面を持つ一方、当該行為によって侵害される法益は被告人の個人的法益の領域にとどまるものではなく、覚せい剤取締法一条において「覚せい剤の濫用による保健衛生上の危害を防止するため」と規定されるように、その保護法益は、保健衛生という社会的法益である。一度の覚せい剤注射が保健衛生という社会的法益 与え 影響と 被告人自身の生命を天秤にかけた場合 社会的法益に与える がこれを 回るものとみることは、社会通念上困難であると思われる。
しかし、本件で問題となる両法益は単純に比較衡量できないものであるのも事実である。そこで、本件避難行為に
おける侵害法益につ て検討を加えたい。本件覚せい剤取締法の保護法益は社会的法益であり、社会やその構成員たる市民の保健衛生に対す 害悪を防ぐことが目的である。具体的には、覚せい剤の使用による覚せい剤の流通拡大への寄与や使用者自身の与える、社会とその構成員たる市民への法益侵害 抽象的危険性、及び、使用者個人 身体保護というパターナリスティックな考慮も含まれて ると考えられる。第一 点につ ては 密室における自己使用によって、流通とりわけブラックマーケットへの影響はその売買等に比べれば小さく、覚せい剤の蔓延 よって将来被害を受けるであろう市民に対する侵害危険の発生もきわめて抽象的である。同様 、使用者から受けるであろう侵害もきわめて抽象的なものある。そして、使用者自身の身体への侵害 いう点については 本件被告人 生命が現に侵害にさらされ い 状況に鑑みれば 覚せい剤使用により害され 身体法益は、当然に、生命法益に劣後しているといえよう。とすれば、被告人の覚せい剤自己使用によって生じる害は、きわめて抽象的なものであるか、あるいは本件で保護しよう した法益に明確 劣後 程度の害である。そのため、 避難行為により生じた侵害が、
三〇七
刑事判例研究⑷（髙良）
本件で避けようとした生命に対する危難を超えるものと見ることは出来ない。
以上の検討の下、本件は緊急避難の要件を満たしており、本件に緊急避難の成立を認めた裁判所の判断は妥当であ
る。なお、本件裁判所は否定しているが、弁護人の主張として、本件行為に構成要件該当性がない旨主張されている。この点につき 弁護人は、東京高判平成一九年二月二八日判例集未搭載の「尿中から覚せい剤が検出された場合には、他人が強制的に、あるいは被告人不知の間に覚せい剤を被告人の体内に摂取させたなど、特段の事情がない限り、被告人の尿中から覚せい剤が検出された いうことのみで、被告人が、自らの意思に基づいて覚せい剤をそれと認識した上で摂取したものと推認す のが相当である」とした点に着目したも であ
る
）（（
（
。これは、強要について、被強要者
の意思を限定し、故意を否定しう 事情のひとつとして例示したにすぎず、その存在のみで構成要件該当性がなくなるという明確な基準として示したものとまでは、判文上判断できるものではない。従来、強要緊急避難の成立には至らなかったものの、 「強要」を緊急避難の文脈の中で捉えてきた判例の傾向からすれば、むしろ、本件判断のように、構成要件該当性は認めつつ、緊急避難の文脈で捉えるほうが自然であるよう 思われる。
四
　
本件の意義
緊急避難論において、強要に基づく行為を緊急避難行為に含めるかには争いがあった。実務上、強要による緊急避
難の成立を認め不可罰とした事例 いまだ存しなかったところ、 は、強要に基づく行為を一定の要件 下で緊急避難行為と認定し、強要緊急避難の成立を認めた初めての事例として意義がある。また、緊急避難は厳格な要件が要求されることから、そもそも 急避難の成立が られた事案は少ない。その中 本件 、現在の危 、 「条理」
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等について判断基準を示し緊急避難の成立を認めた事案であり、参考となるものと思われる。
（
1）本件の評釈としては、神元隆賢「判批」北海学園大学法学研究四九巻一号二〇五頁、橋田久「判批」刑事法ジャーナル三八号七九頁、新阜直茂「判批」季刊刑事弁護七七号九〇頁、松宮孝明「判批」法学セミナー七一一号一三七頁、前田雅英「判批」捜査研究六三巻七号一九頁がある。
（
2）この見解の内部においては、緊急避難の法的性格による対立がある。なお、強制状況下における行為に関する学説を検討するものとして、神元隆賢「強制状態における行為（二） 」北海学園大学法学研究四八巻二号六七頁がある。
（
（）青柳文雄『刑法通論
 Ⅰ』 （泉文社、一九六五）六八、 七八頁、船山泰範『刑法学講話（総論） 』 （成文堂、二〇一〇）八五頁。
（
（）橋田久「強制による行為の法的性質（一） 」法学論叢一三一巻一号一〇〇頁参照。ただしここで、橋田自身は後掲注 （
（）
の論者同様、否定説に立つ。なお、橋田は、本件 ついて「極限的な事態」として責任阻却すべき事案であるとする。前掲注 （
1） 八六頁。
（
（）小野清一郎『刑法講義総論（新訂増補版） 』 （有斐閣、一九五〇） 、団藤重光『刑法綱要総論（第
（版） 』 （創文社、
一九九〇）三二七頁注
11、大塚仁『刑法概論（総論） （第
（版） 』 （有斐閣、二〇〇八） 、橋田・前掲注 （
（） 一〇七頁、堀内捷
三『刑法総論（第
2版） 』 （有斐閣、二〇〇四）一七五頁、松宮孝明『刑法総論講義（第
（版） 』 （成文堂、二〇〇九）一五九
頁など。
（
（）最判昭和二四年五月一八日 集三巻六号七七二頁。
（
（）最判昭和二四年八月一八日刑集三巻九号一四六五頁。
（
（）神元・前掲注 （
1） 二一四頁に同旨。
（
（）大判昭和八年九月二七日刑集一二巻一六五四頁。
（
10）東京地 平成 六 六 判時 五七八号三
（
11）東京高判昭和五三年八月八日東高刑報二九巻 一五三頁。ここでは、けん銃の製造という社会的法益と、行為者の相被告人の生命・身体といった個人的法益が考量されている。なお、国家的法益・社会的法益を保護するために緊急避難行為を
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行い、それにより個人的法益を侵害することが許されるかについては学説上争いがある。
（
12）橋田・前掲注 （
1） 八四頁は「避難行為は覚せい剤を自己の身体に注射するものである」という点を、覚せい剤使用罪の法
定刑の高さに鑑み、害の均衡に寄与するものとは位置づけず、 「避難行為が自己に向けられている」ということを考慮した個別の要件としてみている。たしか 、 覚せい剤使用罪の法定刑は一〇年以下の懲役と重大なものであ が、 こ にいう「使用」は自己使用・他者使用を含む概念であり 侵害性に幅があるため、単に法定刑の重さで害の均衡の要素ではないとすることは不当であると思われる。
（
1（）大判大正一三年一二月一二日刑集三巻八六七頁。
（
1（）これについては、新阜・前掲注 （
1）に詳しい。
（本学大学院法学研究科博士課程後期課程在籍）
